○嘉麻市自然環境保全条例施行規則

平成19年12月26日規則第39号

嘉麻市自然環境保全条例施行規則

（趣旨）

第１条　この規則は、嘉麻市自然環境保全条例（平成19年嘉麻市条例第32号。以下「条例」という。）の施行について、必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条　この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（届出を必要とする規模）

第３条　条例第６条第１項又は第３項に規定する規則で定める規模は、別表に定めるとおりとする。

（届出を必要とする事業等）

第４条　条例第６条第１項第６号に規定する規則で定める事業は、別表に定めるとおりとする。

（届出書類）

第５条　条例第６条第１項又は第３項の規定により届出をしようとする者は、事業計画届（様式第１号）に次に掲げる書類を添付し、市長に提出しなければならない。

(１)　位置図

(２)　計画平面図

(３)　現況写真

(４)　その他市長が必要と認める関係書類

（届出を必要としない事業）

第６条　条例第６条第２項第３号に規定する規則で定める事業は、次のとおりとする。

(１)　主として自己の住宅の用に供する目的で実施する事業

(２)　国又は地方公共団体が実施する事業

（事業計画の変更又は中止の届出書）

第７条　条例第６条第４項に規定する事業計画の変更の届出は、事業計画変更届出書（様式第２号）により、事業計画の中止の届出は、事業計画中止届出書（様式第３号）により行うものとする。

（事業の譲渡等）

第８条　届出事業者は、他の者に事業の全部又は一部を譲り渡し、若しくは委託したとき又は事業者に変更があったときは、譲り受けた者、受託した者又は変更後の事業者は、速やかに事業者変更届出書（様式第４号）により届け出るものとする。

（公告）

第９条　条例第７条の規定による公告の内容は、次に掲げるとおりとする。

(１)　届出年月日

(２)　事業者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、当該事業者の代表者の氏名

(３)　事業の種類

(４)　事業の実施場所

(５)　閲覧期間

(６)　閲覧場所

２　条例第７条の規定によるその他の方法は、市広報又は市のホームページへの掲載とする。

（説明会を要しない場合）

第10条　条例第８条第１項ただし書に規定する規則で定める場合は、届出事業者による事業活動が周辺住民の生活環境に影響を及ぼすおそれがないと市長が認める場合とする。

（説明会における説明等）

第11条　届出事業者は、説明会における参加者に対し、理解が得られるよう十分な説明に努めるものとする。

２　市長は、説明会に市の職員を立ち会わせることができる。

（説明会を開催しない理由の届出）

第12条　条例第８条第３項に規定する説明会を開催できない理由の届出は、説明会不開催理由届出書（様式第５号）により行うものとする。

（説明会開催の延期期限）

第13条　条例第８条第４項の規定による期限を付す場合においては、当該期限は、説明会を開催できない理由の届出のあった日から30日以内とするものとする。

（説明会の報告書）

第14条　条例第８条第５項に規定する報告書は、説明会報告書（様式第６号）により行うものとする。

２　前項の報告書の提出には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

(１)　説明会参加人名簿

(２)　説明会における質問事項及びこれに対する回答を記載した書類

(３)　説明会において使用した関係資料

（協定事項）

第15条　条例第11条の規定による自然環境保全協定には、次に掲げる事項を定めるものとする。

(１)　市の職員（条例第15条に規定する自然環境保全監視員を含む。）による事業に係る土地への立入調査に関する事項

(２)　自然環境の保全に支障の原因となる可能性がある事業に対する対策その他必要な措置に関する事項

(３)　事故発生時における対策その他必要な措置に関する事項

(４)　前３号に掲げるもののほか、自然環境の保全に関し、必要と認められる事項

（自然環境保全監視員）

第16条　条例第15条第２項の規定による自然環境保全監視員（以下「監視員」という。）に関し必要な事項は、次に掲げるとおりとする。

(１)　監視員は、80人以内とする。

(２)　監視員は、自然環境保全に関して識見を有する者から市長が委嘱する。

(３)　監視員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。

(４)　監視員は、その身分を示す証票を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。

(５)　前各号に掲げるもののほか、自然環境保全監視員に関し必要な事項は、別に定める。

（補則）

第17条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則
（施行期日）

１　この規則は、公布の日から施行する。

（暫定規則の廃止）

２　次に掲げる規則（以下「暫定規則」という。）は、廃止する。

(１)　碓井町自然環境保護条例施行規則（平成３年碓井町規則第７号）

(２)　山田市自然環境保全条例施行規則（平成10年山田市規則第10号）

(３)　嘉穂町自然環境保護条例施行規則（平成10年嘉穂町規則第10号）

（廃止に伴う経過措置）

３　この規則の施行の日の前日までに、廃止前の暫定規則の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この規則の相当規定によりなされた処分、手続その他の行為とみなす。

別表（第３条・第４条関係）

１　条例第６条第１項に規定する規則で定める規模

	
	

	事業の種別
	事業の規模

	条例第６条第１項第１号から第５号までに定める事業
	敷地面積1,000㎡以上


２　条例第６条第１項第６号に規定する規則で定める事業及びその規模

	
	

	事業の種別
	事業の規模

	有価物の一時的置場又は積替場の設置に関する事業
	敷地面積500㎡以上

	資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第48号）第２条第４項に規定する再生資源に係る集積場の設置に関する事業
	敷地面積500㎡以上


備考　有価物とは、鉄、アルミ、カレット、古紙類、古布類等他人に有償で売却できるものをいう。

様式（省略）

